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令和7年度東京都最低賃金改正に関する広報依頼について

(広報誌等の広報媒体への記事掲載のお願い)

平素より労働基準行政の推進につきまして格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げ

ます。

さて、東京都最低賃金につきましては、今般、

時間額1

することとなりました。

最低賃金は、アルバイト、パートを含む全ての労鋤者に適用され、使用者には罰則をもって

最低賃金額以上の支払が義務付けられています。

しかしながら、都内では、最低賃金に満たない金額での賃金支払等が発生しており、これら

の発生の大きな原因のーつとして、適用される最低賃金に対する理解不足や改正された最低賃

金額を知らなかったことなどが挙げられます。未然のトラプル防止のためには、広く多くの方

々に、早急に改正最低賃金額をお知らせする必要があります。

当局におきましては、最低賃金額の引上げに向けた環境整備のための業務改善助成金等の各

種助成金制度を設けており、これらの制度利用の促進を図っています。また、最低賃金改正に

伴う対応につきましては、中小企業・小規模事業者の方からの御相談を無料でお受けする「東

京働き方改革推進支援センター」もご利用いただけます。

つきましては、当局を始め都内労働基準監督署及び公共職業安定所等においても、最低賃金額及

び各種支援制度の周知に努めているところですが、本件趣旨のご理解を賜り、東京都最低賃金額及

び各種支援制度を少しでも多くの方々にお知らせするため、別添広報文例の内容をホームページや

会報誌等に掲載いただきたく、特段のご配慮をお願い申し上げます。

また、広報文例の電子媒体をご希望の場合には、'東京労働局ホームページに掲載していますので、

ご活用ください。

22 6円(引上げ額63円)に正され、本

東労基発四03第2号

令和7年9月3日

東京労働局労働基準部長

10月3日から発効

(担当)東京労働局労働基準部賃金課最低賃金係(青木・岡本・内山)

電話(0 3) 3 5 1 2 -16 14 (直通)
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[広報文例1]

^易ミ者B^イ氏^^E秒て亙工d)才S矢口ら゛士

東京都最低賃金け也域別最低賃金)は令和7年10月3日から

時間額1,226円に改正されます。
※都内で労働者を使用するすべての事業場及び同事業場で働くすべての

労働者(都内の事業場に派遣中の労働者を含む)に適用されます。

※最低賃金の引上げに向けた環境整備のための支援策として、各種助成

金制度を設けています。

<問合先>

東京都最低賃金について

東京労働局労働基準部賃金課(T耻船・3512-1614 (直通))

東京働き方改革推進支援センタ・ー(T乱 ono-2詑・部5)

各種助成金について

東京働き方改革推進支援センター(1EL 0120-器2-865)

[広報文例2]

^打ミ者β^イ氏^^E攻玉工d)才S矢口らlt

※東京都最低賃金は、令和7年10月3日から

時間額1,226円に改正されます。

東京都内で働く全ての労働者に適用されます。

別添

<問合先>

東京労働局労働基準部賃金課(T乱 03-35稔・16M (直通))

東京働き方改革推進支援センター(TEL 0120・器2-865)



東京ぎ1最低賃金のお知らせ囲

~東京で働く全ての労働者に東京都最低賃金が適用されます~

時・間額

「賃上げ」支援助成金
パッケージはこちら

「賃上げ」支援助成金パッケージに掲載の助成金のポイントを簡単にまとめています。

事業主さまが賃上げに伴って行われる取り組みや、賃上げの対象となる従業員の特徴

などを基に、事業主さまの目的に合った助成金をお探しください。
彊尋
,

詳しくは、

東京働き方改革推進支援センター a0120・232,865へ

'東京艦"

一圏圏

^ 0最低賃金に関するお問い合わせは

東京労働局賃金課最低賃金係('丑03・3512-1614)
または最寄りの労働基準監督署へ

さいちん犬

和7年10月3日から
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事業主の皆さま'ヘ

厚生労働省は事業主の皆さまの賃上げを支援しています

業務改善助成金

^

事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った中小企業に、その費用の一部を助成します。
中小企業で働く労働者の賃金引き上げのための生産性向上の取り組みが支援対象(※)です。
※申謂前の賃金引き上げ、交付決定前の般備投資は対叡となりません。

30人の事業場で、事業場内最低賃金労働者5人の時給を45円引き上げた場合、設備投資に
活用例

かかった費用に対し最大100万円が助成されます。

賃上げコース区分

30円コース

45円コース

60円コース

90円コース

キャリアアップ助成金慣金規定等改定コース)

非正規雇用労働者の基本給の賃金規定等を3%以上増額改定し、ぞの規定を適用させた場合に助成します。
パートタイム労働者など非正規雇用労働者の賃金引き上げが対象です。

助成上限額

30~130万円

45~180万円

60~300万円

90~600万円

の支援策

活用例ハ止か見を5局日疋し、10 の雇用力者の賃引き上げを実施した

非正規雇用労働者の助成額

ぐ^賃上げ+設備投資

4万円(2.6万円)3%以上4%未満の場合

5万円(33万円)4%以上5%未満の場合

5%以上6%未満の場合 6.5万円(4.3万円)

7万円(4.6万円)6%以上の場合

(※)括弧内の金額は、大企業の場合の助成額。1年度1事業所あたりの支給申謂上限人数は100人。

賃上げ率の区分

・賃上げと設備投資等を含む生産性向上に資す
る計画の作成が必要

・中小企業が利用可能

・助成額は、賃金の引き上げ額、引き上げ労働者
数等によって決定

・交付決定を受けた後に設備投資等を行う

働き方改革推進支援助成金

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門家のコン
サルティング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上げた場合に助成します。

建設業の事業場が設備投資等を実施して、36協定で設定する時間外・休日労,働時問数の上限を
活用例
引き下げた場合等に、設備投資等にかかった費用に対し最大25~550万円が助成されます。

a人当たり) ・賃金規定等の増額改定に関するキャリアアッ

プ計画の作成が必要

・中小企業、大企業どちらも利用可能

・原則、事業所内全ての非正規雇用労働者の賃
金規定等を改定する必要あり

・改定にあたり職務評価を活用した場合、昇給

制度を新たに規定した場合は助成額を加算

業種別課題対応コース(※1)

コース区分

労働時間短新ヨ・年休イ足進支援コース

勤務問インターバル導入コース

助成上限額

基本負上け
加算部分

25~

550万円

25~

200万円

50~

120万円

'暑rb

6~

360万円
俵2)

・労働時間削減等の取組計画の作成が必要

・中小企業や中小企業が属する団体が利用可能

・助成額は,、成果目標の達成、賃金の引き上げ

額、賃金を引き上げた労働者数等により決定

0交付決定を受けた後に設備投資等を行う

(※1)建設業の場合
(※2)労働者数30人以下の場合は倍額を加算
(※3)別途団体向けのコース商り(助成上限額1.000万円)

ヨ



人材開発支援助成金

職務に関連した専門的な知識及ぴ技能を習得させるための職業訓練等を実施した場合等に訓練
経費や訓練期問中の賃金の一部等を助成します。

活用例小止業事業主が、正規雇用労働者1人にっき、10時間の謝練(※1)(訓練経費10万円)を受講させ、
※1 人材育成支援コース(人材育成訓練)の場合
※2 5%以上の貫上げ又は資格等手当を就業規則等に規定し、訓練受講者に実際に資格等手当を支払い3%以上賃金を上昇させた場合

より高い処遇への労働移動等への支援

労働者1人1時問あたり
①賃金助成額

500円・1000円

訓練経費の45%~100%
②経費助成率 ※制度導入に係る助成の場合は、

24万円・36万円

③OJT実施助成額~"

※訓練コース,メニニーによって上記区分①~③のいずれが支給されるか異なります(①~●全τが支給される場合もあれぱ②のみとなる場合もあります。)。

区分(※)

助成額G÷訓 2)

特定求職者雇用開発助成金(成長分野等人材確保・育成コーズ)
0 ハローワーク等を通じ、高年齢者や障害者、就職氷河期世代を含む中高年層など(就職困難者等)を
継続して雇用する事業主に助成(30万円~240万円)

・これら就職困難者等を就労経験のない職種で雇い入れ、①成長分野(デジタル、グリーン)の業務に
従事する労働者の雇入れ、②人材育成(人材開発支援助成金の活用)及び雇入れから3年以内に5%
賃上げのいずれかを実施した場合、1.5倍の助成金を支給

早期再就職支援等助成金(雇入れ支援コース、中途採用拡大コース)

・雇入れ支援コース:事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者を早期に無期雇用で雇
入れ、雇入れ前と比較して5%以上賃上げした場合に助成します。

・中途採用拡大コース:中途採用者の雇用管理制度を整備した上で、中途採用率を一定以上拡大させ
た場合及び中途採用率を一定以上拡大させ、そのうち45歳以上の者で一定以上拡大させ、かっ当
該45歳以上の者全員を雇入れ前と比較して5%以上賃上げした場合に助成します。

産業雇用安定助成金(スキルアップ支援コース)

・在籍型出向により労働者をスキルアップさせ、復帰後の賃金を復帰前と比較し5%以上増加させた
場合に助成(上限額8,635円/1人1日あたり(1事業主あたり1,000万円))します。

負上げした場合の助成率・額

人材確保等支援助成金優用管理制度雇用環境整備助成0-ス)

、

人材確保のために雇用管理改善につながる制度等(賃金規定制度、諸手当等制度、人事評価制度、
職場活性化制度、健康づくり制度)の導入や雇用環境の整備(従業員の作業負担を軽減する機器等の
導入)1こより、離職率低下を実現した事業主に対して助成します。

活用例雇一)るし、げ5局以を行った園、

ぐ^'

辰ヨ支援策の詳細はHPをチェック回";回 Uと.くらし、みら、ゆために'

「資上げ」支撰助成金I×'りケージ'門1'tsult巳ノbu:1ya/P3Ck39e_00007.htm 回;,ー,」..,(R7.4) Mlni旦ITy01"0ヨ耻h.Labourahdw.1farを

ぐ^'謄劇欝籍見顎,

①賃金規定制度
50万円 ・雇用管理制度又は従業員の作業負担を軽減する②諸手当等制度
(40万円)

③人事評価制度 機器の導入計画の作成、実施後の離職率の低下
が必要

④職場活性化制度 25方円
・原則、中小企業、大企業どちらも利用可能(淘⑤健康づくり制度 (20万円)
・助成額は、雇用管理制度・導入機器に応じて決定

導入経費の62.5%

'対象労働者の賃粛1姿顯豐晶淫'腔嘩禦奪泗乳⑥作業負担を軽減する機器等 (50%)

(※1)括弧内の金額は、賃上げを行った場合以外の助成額又は助成率。
(※2)Φ~⑤を複数導入した場合の上限額は100万円(80万円)。⑥を導入した場合の上限額は187.5万円(150万円)。

・職業訓練実施計画を作成し、訓練開始前に労働
局への提出が必要。計画に沿って訓練を実施し
た後、申請
・ 10時間以上のOFF・JTによる訓練等が対象
・中小企業、大企業どちらも利用可能
・助成額は、訓練内容、企業規模により決定

区分


